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国土交通省トラック荷主特別対策室



モーダルシフト加速化緊急対策事業

目的： 物流分野の労働力不足に対応した物流効率化の取組（モーダルシフト）の促進
概要： 荷主企業及び貨物運送事業者等の物流に係る関係者によって構成される協議会が、コンテナラウンドユース等の先進的な

モーダルシフトの取組を実施する場合において、モーダルシフトの推進に資する機器の導入等を行う実証事業に要する経費の
一部を補助

対象経費：コンテナ・荷役機器、シャーシ・輸送トラックの購入経費 等

2

補助事業特設ページ



① 参加者の問題意識等共有
② トラック物流の概況、 2024年問題の背景について
③ 改正物流法概要、施行に向けた議論について

(国交省、経産省、農水省３省合同会議資料より) 
④ 物流効率化に向けた事例紹介

(経産省作成事例集より［前回の続き］）
⑤ 知っておきたい物流分野の取引ルール(公正取引委員会)

⑥ 参考資料紹介
⑥-1 事前にいただいた問題意識等（詳細）
⑥-2 最近のトピック（各省報道発表資料等）
⑥-3 政策パッケージの進捗、補助金情報、R7予算関係
⑥-4 トラックＧメンの活動状況について
⑥-5 トラック輸送の原価計算・運賃交渉関係資料



事前にいただいた問題意識等
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トラック運送事業者の皆さんから
●「原価計算」、「高速道路料金」
・コスト意識を徹底しても、元々数字を触ることが苦手な業界。そのような人の集積とも考えられます。
・トラ協の原価計算のひな型に、経費項目一覧表を作成し、そこに入力すれば原価計算に反映するようなものが良いと考えます。
・高速利用の義務化（荷主企業による高速料金の負担が条件）運輸事業者（荷主企業含む）への負担の軽減。

元請トラック運送事業者の皆さんから①
●「人材確保」、「運賃」、「原価計算」、「物流効率化（ＤＸ、標準化、モーダルシフト）」
・輸送業界全体的な人財不足解消
・標準的な運賃に基づく値上
・バース予約システム、予約枠の不足による配車担当者の早出対応（予約可能開始時間に各社予約が殺到

発着荷主事業者の皆さんから
●「商慣行の見直し」、「運転者確保」、「人材確保」、「法規制」、「物流効率化（ＤＸ、標準化）」
・菓子業界は一部附帯作業が続いてます。まだ認識（今までやらしている）不足のため理解と協力が必要。
・ドライバー様の環境改善をするには着荷主の理解と協力が必要で、それを理解、納得させる術が必要です。宜しくお願い致します。
・（着）荷主の理解度をどう高めるか。
・運送業者だけでなく倉庫側にも何で待機が発生してるかヒアリングをして欲しい。

その他の皆さんから
●「事業再編」
・改善基準告示の改正により、運行計画によっては運べなくなっている事業者がある。地方運輸局が例示：中小企業庁産業振興財団な
どこれら処分対象事業者に第三者事業承継を進める or 吸収合併を希望する事業者に紹介するなど、マッチングの場を提供することを提
案します。 (行政書士)
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国内物流の大勢を担うトラックと規模の現状
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トンベース9割、トンキロベース5割強、それでも事業者の多くは中小零細企業



トラックドライバーは労働時間が長く、賃金が安く、人手不足で高年齢化が進行しています。
①労働時間 全職業平均より約２割（４００ｈ～４５０ｈ）長い。 ②年間賃金

④年齢構成

（時間）

全産業平均より若年層と高齢層の割合が低い。
中年層の割合が高い。

③人手不足 全職業平均より約2倍高い。

全産業 道路貨物運送業

（倍）

（出典）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」ほかより国土交通省作成

有効求人倍率の推移

全産業平均より５％～１５％（２０万～６０万円）低い。

（万円）

トラック運送事業の働き方をめぐる現状
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健康起因事故件数は高止まり、でも検査を受けさせられない事業者も

体調不良よる大型トラックの事故事例（H30.2.15）
(事故概要)愛知県の国道で、大型トラックが信号待ちの車列の最後尾
に追突し、６台の車両が関係する多重衝突事故が発生。軽乗用車の
運転者が死亡、普通トラックの運転者が重傷、その他３名が軽傷。
(事故原因)
大型トラックの運転者は事故前日から体調不良があり、運行途中でさらに体調の悪化を感じたが、運転を継続していた。
そのため、信号待ちの車列に気が付くのが遅れ衝突したと考えられる。また、運転者の出庫が３時頃と早いことを理由に、
事業者は２ヵ月前から始業点呼をしておらず、運行管理者は体調不良に気づくことがなかった。

運転者が疾病により事業用自動車の運転を継続でき
なくなった事案(自動車事故報告規則に基づき報告の
あった件数)は、高止まりの状況で、令和４年はそのうち
３割が交通事故に至っている。
疾病としては「心臓疾患」「脳疾患」「大動脈瘤及び解
離」が多く、合計割合が死亡した運転者の約８割を占
める。
トラックについては必要な各種スクリーニング検査を受信
させていない理由として、「人員配置上、受診させる余
裕がない」、「検査費用が高額」などが挙げられている。
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トラックドライバーの体調不良が引き起こす重大な交通事故

運転者の健康起因事故の疾病別内訳運転者の健康起因事故の状況



トラックドライバーの健康を守るためのルール(2024年4月～)

拘束時間のルール

運転時間のルール

労働基準法

拘束時間…使用者に拘束されている時間（労働時間＋休憩時間）

連続運転時間の上限 ：４時間(毎に30分の休憩を取る必要がある。)
１日あたりの運転時間の上限 ：２日を平均した１日あたり９時間以内
１週間あたりの運転時間の上限：２週間を平均した１週間あたり44時間以内

※休息時間が9時間を下回る場合は、一運行(出庫～帰庫)終了後、継続して12時間の
休息を与えること。
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自働車運転者の労働時間の改善のための基準（改善基準告示）
時間外労働上限規制：年間960時間以内

１日あたり ：原則13時間以内（最大15時間。但し14時間超は週2回まで。長距離運行の場合も16時間超は週2回まで）
１ヶ月あたり： 284時間以内（労使協定により310時間まで延長可。但し年間上限を超えないこと）
１年あたり ： 3,300時間以内（労使協定によっても3,400時間以内まで）

休息期間のルール 休息期間…使用者の拘束を受けない期間、労働者の自由な時間

１日あたりの運転時間の下限 ：基本11時間(継続9時間を下回らないこと。長距離運行の場合8時間以上は週2回まで)

休日労働のルール
休日労働回数の上限 ：２週について１回が限度

時間外労働上限規制のほかにも、これだけのルールが課せられています。

詳しくはオンライン
説明会アーカイブで
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道路貨物運送業 年齢階級別就業者数の推移（一部予測値）

資料：総務省「労働力調査」より中国運輸局自動車交通部貨物課が作成。
※道路貨物運送業従業者数（総数）に年齢階級別構成比を乗じて計算。2023以降については過去の数字を元に回帰直線により推計。
端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。
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トラックドライバーは労働時間が長く、賃金が安く、人手不足で高年齢化が進行しています。



働き方改革関連法(2018(平成30)年6月29日成立)で必要性明記（法案提出理由）

時間外労働の上限規制設定の経緯

労働政策審議会にて必要性確認
・人口減少社会において、誰でも働ける環境を整える必要がある。
・しかし日本の現状は長時間労働者が多く、健康の確保や仕事と家庭生活の両立が困難。
・「過労死ゼロ」、女性や高齢者が働きやすい社会の実現のため、長時間労働是正が必要。

労働政策審議会労働条件分科会での議論
・運輸・郵便業は他産業に比べ週労働時間60時間以上の雇用者の割合が特に高い。
・収入を確保しするために長時間労働によって収入を確保しようとする労働者がいるのも現状。
・しかし労働者が入ってきやすい業界の環境を労使双方でつくり上げる必要がある。
・鍵を握るのは商慣行の改善。課題の解決に向けて、業界・企業の枠を超えた協力が不可欠。
・荷主企業の協力といった全体の対策も含めた取組が改善基準告示の遵守につながる。

労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する働き方改革を推進するため
時間外労働の限度時間の設定（略）等措置を講じる必要がある。 11

長時間労働で稼ぎたいドライバーがいても、「誰でも働ける環境」を作るため上限規制が必要
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○①荷主（発荷主、着荷主）、②物流事業者（トラック、鉄道、港湾運送、航空運送、倉庫）に対し、 物流効率化の
ために  取り組むべき措置について努力義務を課し、当該措置について国が判断基準を策定。

○上記①②の取組状況について、国が当該判断基準に基づき指導・助言、調査・公表を実施。
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○運送契約の締結等に際して、提供する役務の内容やその対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等を含む。）等に
ついて記載した書面による交付等を義務付け。

○元請事業者に対し、実運送事業者の名称等を記載した実運送体制管理簿の作成を義務付け。
○下請事業者への発注適正化について努力義務を課すとともに、一定規模以上の事業者に対し、当該適正化に関す

る管理規程の作成、管理者の選任を義務付け。

貨物自動車運送事業法（トラック事業者の取引に対する規制）

すべての事業者

一定規模の以上の事業者

流通業務総合効率化法（荷主・物流事業者に対する規制）

貨物自動車運送事業法（軽トラック事業者に対する規制）
〇軽トラック事業者に対し、①必要な法令等の知識を担保するための管理者選任と講習受講、②国交大臣への事故報告を
義務付け。

〇国交省HPにおける公表対象に、軽トラック事業者に係る事故報告・安全確保命令に関する情報等を追加。

○上記①②のうち一定規模以上のもの（特定事業者）に対し、中長期計画の作成や定期報告等を義務付け、中長
期計画の  実施状況が不十分な場合、国が勧告・命令を実施。

○特定事業者のうち荷主には、物流統括管理者の選任を義務付け。

改正物流法の概要（R6.5.15公布）
2024年問題解決に向け、政府は様々な施策を実施し、国会では法改正が行われてきました。



荷主の判断基準等については、以下の事項を取組の例として盛り込むこととする。なお、以下の事項による取組が目標達
成に対し業界特性その他の事情により有効でない場合は、これによらないことも可能とする必要がある。
① 積載率の向上等について

・ トラック事業者が複数荷主の貨物の積合せ等に積極的に取り組めるよう、実態に即した適切なリードタイムの確保や
荷主間の連携に取り組むこと。

・ トラック事業者の運行効率向上のため、繁閑差の平準化や納品日の集約等を通じて発送量・納入量を適正化する
こと。なお、繁閑差の平準化が容易ではない場合は、納入単位・回数の集約等に取り組むこと。

・ 適切なリードタイムの確保や発送量・納入量の適正化ができるよう、社内の関係部門 (物流・調達・販売等)の連携
を促進すること。

② 荷待ち時間の短縮に関する事項について
・ トラックが一時に集中して到着することがないよう、トラック予約システムの導入や混雑時間を回避した日時指定等に

より貨物の出荷・納品日時を分散させること。なお、。トラック予約受付システムについては、単にシステムを導入す
るだけではなく、関係事業者の配送スケジュールに配慮した予約時間の調整や利用率の向上など、現場の実態を
踏まえ実際に荷待ち時間の短縮につながるような効果的な活用を行うこと

・ 寄託先の倉庫に対する受発注の前倒しを行う等により倉庫業者の適切な作業時間を確保するとともに、貨物の出
荷・納品日時を分散させること。

③ 荷役等時間※の短縮に関する事項について ※トラックドライバーに荷役等を行わせる場合に限る（改正物効法第 42 条第１項第３項等）。
・ パレット等の荷役の効率化に資する輸送用器具を導入すること。なお、パレットを使用する場合は、発荷主・着荷主

等の関係事業者間で協力して、「標準仕様パレット」やこれに適合する包装資材の導入等のパレット標準化の実現
に向けた取組を行うこと。

・ バ－コード等の商品を識別するタグの導入等による検品の効率化や事前出荷情報の活用による伝票レス化・検品
レス化を実施すること。また、食品等の物流においては、賞味期限の年月表示化に取り組むこと。

・ バース等の荷捌き場について、貨物の物量に応じて適正に確保すること。
・ フォークリフトや荷役作業員の適切な配置等により積卸し作業の効率化を図ること。
・ 貨物の出荷を行う際には、出荷荷積み時の順序や荷姿を想定した生産・荷造り等を行うこと。

荷主の判断基準等について（改正物効法第43条）※最終改正後の条項
合同会議、取りまとめ素案(たたき台)より



④ ①～③の実効性確保に資する事項に関する事項について
・ 寄託先の倉庫における荷待ち・荷役等時間の短縮の達成のために、事前出荷情報やそれに付随する容積、重量、

寸法等の情報を事前に伝達するとともに、当該倉庫と必要に応じた協力・連携を行うこと。
・ 責任者の設置や社内教育等の実施体制整備を行うこと。
・ 荷主が指示した時刻・時間帯よりも必要以上に早くトラックドライバーが集荷・配達を行う場所やその周辺の場所に

到着しないよう、やむを得ない遅延に対するペナルティの見直しを行うこと。
・ 荷待ち・荷役等時間の状況や取組の効果を適切に把握すること。これらの状況や効果の把握に当たっては、デジタ

ル技術を活用したトラックドライバーの入構・出構時間等の把握に努めること。
・ レンタルパレットを使用する場合は、関係事業者との間で適正な費用分担等を徹底すること。
・ 物流情報標準ガイドラインへの準拠など物流データの標準化に取り組むこと。
・ 貨物の運送を委託する際は、モーダルシフト等による輸送される物資の貨物自動車への過度の集中の是正に努める

こと。
・ 異常気象時（台風・豪雨・豪雪等）に無理な運送を行わせない等、トラックドライバーの安全・休憩環境の確保に

配慮すること。
・ トラック事業者との運送契約の締結に当たっては、正当な対価の目安として物流効率化にも資する「標準的運賃」を

参考とすること。
・ 契約内容に関する交渉の場を設けるなど、関係事業者との連携を図るとともに、必要に応じて取引先に対して協力

を求めること。

荷主の判断基準等について（改正物効法第43条）※最終改正後の条項
合同会議、取りまとめ素案(たたき台)より
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連鎖化事業者（フランチャイズチェーンの「本部」）の判断基準等については、以下の事項を取組の例として盛り込むことと
する。なお、以下の事項による取組が目標達成に対し業界特性その他の事情により有効でない場合は、これによらないこ
とも可能とする必要がある。
① 積載率の向上等に関する事項について

・ 商品の発注先等が運送委託のタイミングから連鎖対象者における貨物の受渡しまでの間に適切なリードタイムを確
保できるよう、適切なリードタイムを確保した発注をする等の協力を行うこと。

・ トラック事業者の運行効率を向上させるため、繁閑差の平準化や納品日の集約等を通じて納入量を適正化すること。
なお、繁閑差の平準化が容易ではない場合は、納入単位・回数の集約等に取り組むこと。

・ 適切なリードタイムの確保や納入量の適正化ができるよう、社内の関係部門(物流・調達・販売等)の連携を促進す
ること。

② 荷待ち時間の短縮に関する事項について
・ トラックが一時に集中して到着することがないよう、混雑時間を回避した日時指定等により貨物の納品日時を分散さ

せること。
③ ①～②の実効性確保に資する事項に関する事項について

・ 責任者の設置や社内教育等の実施体制整備を行うこと。
・ 連鎖化事業者が指示した時刻・時間帯よりも必要以上に早くトラックドライバーが集荷・配達を行う場所やその周辺

の場所に到着しないよう、やむを得ない遅延に対するペナルティの見直しを行うこと。
・ 荷待ち時間の状況や取組の効果を適切に把握すること。これらの状況や効果の把握に当たっては、デジタル技術を

活用したトラックドライバーの入構・出構時間等の把握に努めること。
・ 物流情報標準ガイドラインへの準拠など物流データの標準化に取り組むこと。
・ 関係事業者との連携を図るとともに、必要に応じて取引先に対して協力を求めること。

連鎖化事業者の判断基準等について（改正物効法第62条）※最終改正後の条項
合同会議、取りまとめ素案(たたき台)より
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貨物自動車運送事業者等の判断基準等については、以下の事項を取組の例として盛り込むこととする。なお、以下の事
項による取組が目標達成に対し業界特性その他の事情により有効でない場合は、これによらないことも可能とする必要が
ある。
① 積載率の向上等について

・ 複数の荷主の貨物の積合せにより輸送網を集約すること。
・ 過疎地域などトラックドライバーが不足している地域において配送を共同化すること。
・ 求貨求車システム等を活用した帰り荷（復荷）の確保により、実車率の向上を図ること。
・ 配車・運行計画の最適化に資するシステムを導入すること。
・ 運送ごとの貨物の総量の増加のため、輸送量に応じた大型車両の導入を行うこと。

② ①及び関係事業者の取組の実効性確保に資する事項について
・ トラックドライバーの荷待ち・荷役等時間を把握し、荷主等が荷待ち・荷役等時間を把握することが難しい場合に情

報提供すること。なお、トラックドライバーの荷待ち・荷役等時間の把握に当たっては、デジタルタコグラフ等のデジタル
技術の活用に努めること。

・ 関係事業者(荷主、倉庫業者等)がトラック予約受付システムを導入している場合は、そのシステムを利用すること。
・ 荷主が指示した時刻・時間帯よりも理由なく必要以上に早くトラックドライバーが集荷・配達を行う場所やその周辺の

場所に到着しないよう、効率的な配車・運行に努めること。
・ 取引先に対して、標準仕様パレットの活用、共同輸配送のための個建て運賃の導入、リードタイムに応じた運賃設

定などの提案を行うこと。
・ 関係事業者との連携を図るとともに、必要に応じて取引先に対して協力を求めること。
・ 物流情報標準ガイドラインへの準拠など物流データの標準化に取り組むこと。
・ テールゲートリフターの導入、荷捌き施設の整備など積載率の向上等に伴うトラックドライバーの積卸し作業の負荷低

減を図ること。
・ 積載率の向上等に当たっては、トラックの過積載など事業の正常な運営が阻害されないよう、関係法令を遵守するこ

と。

貨物自動車運送事業者等の判断基準等について（改正物効法第35条）
合同会議、取りまとめ素案(たたき台)より
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○ 改正物効法では、荷主・物流事業者等が物流効率化のために取り組むべき措置の実施状況の評価の前提となる「荷
待ち時間」と「荷役等時間」の算定方法を国が省令で定めることとされている。

○ 「荷待ち時間」と「荷役等時間」の具体的な算定方法は以下のとおりとする必要がある。
（１）荷待ち時間について
① 到着時刻・時間帯の指示がない場合 ⇒  到着※1した時刻(≒受付時刻※2)から荷役等の開始時刻まで。
② 到着時刻・時間帯の指示があった場合

指示された到着時刻・時間帯の始期よりも前に到着した場合 ⇒ 指示時刻等から荷役等の開始時刻まで。
指示された到着時刻・時間帯内に到着した場合 ⇒ 当該到着時刻 (≒受付時刻) から荷役等の開始時刻まで。
指示時刻・時間帯の終期よりも後に到着した場合※3 ⇒ 当該到着時刻 (≒受付時刻) から荷役等の開始時刻まで。

（２）荷役等時間について
①トラック事業に附帯する業務※4の開始時間から終了時間まで。
②１つの施設内で荷卸しと荷積みの両方を行う場合※5 ⇒  積載率の向上等に向けた事業者の取組を阻害しないよう、荷卸しと荷積み

を別々に計測することも許容する

○到着した後速やかに受付等を行わずに業務上の指示等により休憩する時間は除外。
業務から完全に離れることができず、実質的に休憩がとれていない時間※6は、これらの計算から除外しない

○ 貨物自動車運送事業輸送安全規則（平成２年運輸省令第 22 号）第８条において大型トラック※7が対象とされている荷待時間・
荷役作業等の記録の義務付けについて、範囲の拡大が検討されている。

※1 到着場所はトラックドライバーが集荷・配達を行う場所やその周辺の場所を想定
※2 到着後速やかに受付等を行う場合
※3 トラックドライバーの都合で指示時刻等を過ぎた場合については、荷待ち時間として計測しない。
※4 トラックドライバーが行う荷役、検品、荷造り、入庫・出庫、棚入れ・棚出し、仕分け、商品陳列、ラベル貼り、代金の取立て・立替え
※5 荷卸しと荷積みを並行して行うケースや帰り荷（複荷）の積込みを行うケース、輸送用機器を持ち帰るケースなど
※6 迅速に車両を動かせるような状態での待機や荷役作業中の立ち会いが要求されているなど
※7 車両総重量８トン以上又は最大積載量５トン以上

「荷待ち時間」と「荷役等時間」の算定方法について 合同会議、取りまとめ素案(たたき台)より
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特定事業者の指定基準等 合同会議、取りまとめ素案(たたき台)より

特定事業者の指定基準については、類似の制度である省エネ法の指定基準も参考にしつつ、全体
への寄与がより高いと認められる大手の事業者から順に、日本全体の貨物量の半分程度となる事業
者を指定

19



内 容時期

改正物流効率化法公布2024年5月15日

国交省・経産省・農水省３省合同会議(以下「合同会議」)立ち上げ
（改正物流効率化法に基づく基本方針、判断基準、指定基準等）

2024年6月28日

荷主・トラック・倉庫等各種業界団体と意見交換2024年7～8月

第２回合同会議、取りまとめ素案(たたき台)提示、業界団体ヒアリング等2024年8月26日

第３回合同会議、骨子案（基本方針、判断基準等）策定→パブリックコメント2024年9～10月

第４回合同会議、とりまとめ案（基本方針、判断基準等）策定2024年10月頃

政省令等案作成→パブリックコメント2025年11～12月頃

政省令等公布2025年初目途

法律の施行①（努力義務・判断基準等）
（2025年度中）各事業者による貨物重量の算定2025年度～

法律の施行②（特定事業者の措置[特定事業者の指定、中長期計画の提出・
物流統括管理者の選定等]）2026年度～

法令に基づく定期報告の提出開始2027年度～

改正物流効率化法施行に向けた基本方針・判断基準策定等今後の予定

2025年度、2026年度の改正法施行に向け2025年初目途の政省令公布に向けて動いています。

20



① 参加者の問題意識等共有
② トラック物流の概況、 2024年問題の背景について
③ 改正物流法概要、施行に向けた議論について

(国交省、経産省、農水省３省合同会議資料より) 
④ 物流効率化に向けた事例紹介

(経産省作成事例集より［前回の続き］）
⑤ 知っておきたい物流分野の取引ルール(公正取引委員会)

⑥ 参考資料紹介
⑥-1 事前にいただいた問題意識等（詳細）
⑥-2 最近のトピック（各省報道発表資料等）
⑥-3 政策パッケージの進捗、補助金情報、R7予算関係
⑥-4 トラックＧメンの活動状況について
⑥-5 トラック輸送の原価計算・運賃交渉関係資料



荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集
調査背景・実施目的
（調査背景）現在、物流業界において、長時間の荷待ちや契約にない附帯作業等による長時間労働、価格競争に伴う厳しい取引環境・雇用環境等、物
流業界における課題は深刻化しており、これらがトラックドライバーをはじめとする物流分野における人手不足の原因となっている。物流業界においては、2024 年
度からのトラックドライバーへの時間外労働の上限規制等の働き方改革や脱炭素化に向けた取組への対応も求められている。
こうした背景を受け、 2023年6月に経済産業省・農林水産省・国土交通省の3省が、『物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取
組に関するガイドライン』を取りまとめ、発荷主・着荷主・物流事業者が連携・協働して『物流業務の効率化・合理化』に取り組むことが求められている。
（実施目的）『物流業務の効率化・合理化』を実現するために、荷主・物流事業者が活用することで物流の2024年問題に 対し改善効果があると期待される
サービスを明らかにする。

調査スコープ
物流効率化は「設備・機材」と「IT情報・技術」の2つのアプローチ対象があるが、本調査においては、「IT情報・技術」 を対象とする。
(自動運転トラック、AGV、パレット、パレタイザー、自動倉庫等の「設備・機材」は本調査の対象外。)

調査対象サービス
物流に関わるプレイヤー※同士が連携・協働して効率化するサービスに重点を置きつつ、個社内で行える効率化サービスまで広く対象とした。
※ガイドラインに記載されている発荷主事業者、物流事業者（運送・倉庫等）、着荷主事業者。

調査対象スコープ内に属するサービス大分類
保管（倉庫）輸送

倉庫・輸送拠点マッチングサービス輸送マッチングサービス企業間連携による
効率化サービス

倉庫関連
管理システム

バース予約
システム

検品レス
サービス

電子書面・契約 システム
（伝票電子化・ EDI等）

実績・ 動態
管理システム

輸送管理
システム

ダイナミック
プライシング

個社内で行える
効率化サービス バックオフィス業務自動化

（RPA等）
積付管理
システム

輸送・調達計画システム（ルー
ト・モード 最適化）

（参考）物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドラインより
効率的な物流を実現するためには、発荷主事業者、物流事業者 （運送・倉庫等）、着荷主事業者が連携・協働して、現状の改善を図るための取組を実施することが必要である。発荷主事業者、物流
事業者及び着荷主事業者は、次に掲げる諸事項に取り組むことを通じて、物流の適正化・生産性向上を図るものとする。

本調査の重点課題
物流革新に向けた政策パッケージの施策効果のうち、【荷待ち・荷役の削減】と【積載効率の向上】に資する効果の期待ができるサービスを重点課題とする。 22



2323

荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

㈱セイノー情報サービス BRAIS（iSCAN）
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

㈱JVCケンウッド・公共産業システム
車両ナンバー認証システムそ
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

GROUND㈱ GWES
ロジスティード ソリューションズ㈱
統合物流管理 システム ONEsLOGI／LMS
サプライチェーン 最適化サービス SCDOS
セイノー情報サービス 統合物流管理 LMS



26

荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

日本パレットレンタル㈱ TranOpt
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

㈱souco Optis
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

NEXT Logistics Japan NeLOSS
ネットロックシステム㈱ バンニングマスター
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

日本電気通信システム㈱
NEC 3次元積載量可視化ソフトウェア
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

ウイングアーク１ｓｔ㈱ TSUNAGUTE
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和６年９月２４日

公正取引委員会事務総局

近畿中国四国事務所中国支所
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物流特殊指定とは（独占禁止法・下請法の関係）

物流特殊指定が適用される取引

物流特殊指定で禁止される行為

36

本日の説明のポイント



物流特殊指定は、荷主と物流事業者の取引におけ
る優越的地位の濫用を効果的に規制するために指定
された独占禁止法上の告示である。

物流特殊指定の正式名称は、「特定荷主が物品の
運送又は保管を委託する場合の特定の不公正な取引
方法」という。

物流特殊指定とは

37

（注） 優越的地位の濫用を効果的に規制するために、物流特殊指定は規制対象を
明確化し、具体的な禁止行為を指定している。

物流特殊指定は、物流分野における取引
の公正化を図ることを目的としています。



優越的地位の濫用を効果的に規制

下
請
法

独占禁止法

不当な取引制限
価格カルテル、入札談合など

私的独占
有力事業者による不当な支配・排除

企業結合
競争を制限することとなる合併等

不公正な取引方法
再販売価格の拘束、排他条件付き取引

優越的地位の濫用、物流特殊指定など

38

独占禁止法による規制の全体像

独占禁止法は、公正かつ自由な競争の制限につながるような
行為、競争の基盤を侵害するような行為を不公正な取引方法と
して禁止しています。物流特殊指定は、荷主と物流事業者との
取引に適用される不公正な取引方法として、指定されています。



荷主 元請物流事業者 下請物流事業者

物品の運送・
保管の委託

物品の運送・
保管の再委託

物流特殊指定の適用対象となる取引

39

物流特殊指定

荷主と物流事業者との取引に物流特殊指定を運用
し、また、物流事業者間の再委託取引に下請法を
運用することにより、物流分野全体の取引の公正化を
図っている。

下請法
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物品の運送・保管の委託 Ｂ：物流事業者
（特定物流事業者）

Ａ：荷主
（特定荷主）

物流特殊指定の適用対象となる取引①

荷主が物流事業者に対して直接委託する場合

物流特殊指定

荷主（Ａ）が物流事業者（Ｂ）に対して、継続的に物品の運送
又は保管を委託している場合において、荷主及び物流事業者
の資本金や取引上の地位が物流特殊指定が定めるいずれか
の関係（次頁）にあるときは、それぞれ特定荷主及び特定物流
事業者として、物流特殊指定の適用対象となる。

（注） 継続的とは、毎月のように連続的に委託（受託）しているということまでは必要ではなく、例えば、
不定期であっても繰り返し委託（受託）しているような場合も含まれる。



上記 における取引上の地位の優劣の判断に際しては、
荷主と物流事業者の関係ごとに、取引依存度、荷主の市場に
おける地位、取引先変更の可能性等を総合的に考慮する。

荷主（特定荷主） 物流事業者（特定物流事業者）

資本金３億円超

資本金１千万円超
３億円以下

取引上の地位が
優越している荷主

資本金３億円以下
（個人事業者を含む。）

※資本金３億円超の事業者の子会社を除く。

資本金１千万円以下
（個人事業者を含む。）

※資本金１千万円超の事業者の子会社を除く。

取引上の地位が
劣っている物流事業者

41

物流特殊指定の適用対象となる取引①

荷主と物流事業者の関係

c

b

a

c
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物品の運送・
保管の委託

Ｂ：元請物流事業者 Ｃ：下請物流事業者

（例）資本金５億円 （例）資本金２千万円

Ａ：荷主

物流特殊指定の適用対象となる取引②

荷主の子会社が物流事業者に対して再委託する場合

荷主（Ａ）の子会社（Ｂ）がＣに対して再委託する場合において、
Ａから直接運送又は保管の委託を受けるものとすれば、ＡとＣが
「荷主と物流事業者の関係」（前頁）のいずれかに該当することと
なる場合には、ＢとＣとの取引に物流特殊指定が適用される。

物流特殊指定（注）

物品の運送・
保管の再委託

（例）資本金３千万円

（荷主Ａの子会社）

（注）下請法で規制されている取引は、物流特殊指定の規制対象から除かれる。

特定荷主・特定物流事業者の
認定に用いられる資本金



①代金の支払遅延

②代金の減額

③買いたたき

④物の購入強制・役務の利用強制

⑤割引困難な手形の交付

⑥不当な経済上の利益の提供要請

⑦不当な給付内容の変更及びやり直し

⑧要求拒否に対する報復措置

⑨情報提供に対する報復措置

物流特殊指定が禁止する行為

43



物流特殊指定が禁止する行為

①代金の支払遅延

特定荷主は、特定物流事業者に責任がある場合を
除き、代金を支払期日までに支払わなければいけませ
ん（物流特殊指定第１項第１号）。

＜問題となり得る事例＞

○ 荷主は、物流事業者に対し、自社の資金繰りの都合がつか
なかったことを理由に、あらかじめ定めた支払期日を経過して
代金を支払った。

○ 荷主は、自社の事務処理手続が遅れたことを理由に、あら
かじめ定めた支払期日を経過して代金を支払った。
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物流特殊指定が禁止する行為

②代金の減額

特定荷主は、特定物流事業者に責任がある場合を
除き、あらかじめ定めた代金（運賃や保管料）の額を減
じてはいけません（物流特殊指定第１項第２号）。

＜問題となり得る事例＞

○ 荷主は、物流事業者との間で代金の引下げについて合意
したが、引下げ前の代金で発注したものについてまで新しい
代金を遡って適用することにより、代金の額を減じた。

○ 荷主は、「管理事務手数料」として代金の額に一定率を乗
じて得た額を代金の額から減じた。

○ 荷主は、自己の顧客から販売した商品の単価を引き下げ
られたことを理由に物流事業者に対して代金の額を減じた。
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物流特殊指定が禁止する行為

③買いたたき

特定荷主は、代金を決定するときに、通常支払われる対価に比
べて著しく低い額を特定物流事業者と十分協議することなく決定
してはいけません（物流特殊指定第１項第３号）。

＜問題となり得る事例＞

○ 荷主は、物流事業者と十分に協議することなく、自社の予算
を基準にして一方的に代金の額を決定した。

○ 荷主は、個々の物流事業者の事情を考慮することなく、一方
的に従来の代金から一律に一定率で代金を引き下げることと
した。
○ 荷主が、これまでの週一回の配送を毎日の配送に変更する
よう物流事業者に申し入れたところ、物流事業者は、配送頻度
が増加すれば運送費等の費用がかさむため新たに見積書を
提出したが、荷主は、物流事業者と十分な協議をすることなく、
代金の額を据え置いた。
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物流特殊指定が禁止する行為

④物の購入強制・役務の利用強制

特定荷主は、正当な理由がないのに、特定物流事業
者に対して物品又は役務を強制して購入・利用させては
いけません（物流特殊指定第１項第４号）。

＜問題となり得る事例＞

○ 荷主は、物流事業者に対し、自社の発注担当者を通じて、取
引先が販売するお節料理を購入させた。

○ 荷主が、物流事業者に対し、自ら指定するリース会社とト
ラックのリース契約を締結するよう要請したところ、物流事業者
は既に同等の性能のトラックを保有していることから、リース契
約の要請を断ったにもかかわらず、荷主は契約締結を再三要
請し、当該契約を締結させた。
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物流特殊指定が禁止する行為

⑤割引困難な手形の交付

特定荷主は、支払期日までに一般の金融機関で割引
を受けることが困難な手形を交付してはいけません（物
流特殊指定第１項第５号）。

＜問題となり得る事例＞

○ 荷主は、物流事業者に対し、期間65日※の手形を交付した。

48

※ 下請法の運用では、繊維業90日・その他の業種120日を超える長期の
手形を割引困難な手形に該当するおそれがあるとして指導してきたが、

業界の商慣行、金融情勢等を総合的に勘案して、令和６年11月１日以降、
業種を問わず当該期間を60日とすることとしている。



物流特殊指定が禁止する行為

⑥不当な経済上の利益の提供要請

特定荷主は、自己のために、特定物流事業者に対してお金や
サービス、その他の経済上の利益を提供させ、特定物流事業者
の利益を不当に害してはいけません（物流特殊指定第１項第６
号）。

＜問題となり得る事例＞

○ 荷主は、物流事業者に対し、物流事業者の利益との関係を明
らかにすることなく、自社の主催するイベントの開催のための協
賛金を提供させた。

○ 荷主は、物流事業者に対し、自社の倉庫に保管してある荷物
の仕分け作業や梱包作業を無償で行わせた。

○ 荷主は、物流事業者に対し、荷物の積み下ろしのための待機
時間に、他の物流事業者が運送した荷物の積み下ろし作業を
無償で行わせた。
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物流特殊指定が禁止する行為

⑦不当な給付内容の変更及びやり直し

特定荷主は、契約内容を変更したり、運送若しくは保管をやり直
し（追加）させたりすることで、特定物流事業者の利益を不当に害
してはいけません（物流特殊指定第１項第７号）。

＜問題となり得る事例＞

○ 荷主は、物流事業者に対し、運送の委託を直前に取り消した
にもかかわらず、当該運送の手配に要した費用の一部を物流
事業者に負担させた。

○ 荷主は、自己の都合で工事を延期し、設備工事に使用する
資材の運送をやり直させたにもかかわらず、それにより生じた
費用の一部を物流事業者に負担させた。
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○ 荷主は、自己の都合を理由に、配送先を変更したにもかか
わらず、変更に伴い必要となる費用の一部を物流事業者に負
担させた。



物流特殊指定が禁止する行為

⑧要求拒否に対する報復措置

特定荷主は、減額の要求や自己の指定する物品の購入の要
求等（前記①～⑦）を拒否したことを理由として、特定物流事業
者に対して取引量を減じたり、取引を停止したりしてはいけませ
ん（物流特殊指定第１項第８号）。

＜問題となり得る事例＞

○ 荷主は、物流事業者に対し、協賛金の提供を要請したとこ

ろ、これを拒否されたことから、そのことを理由として取引の
量を減らした。
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物流特殊指定が禁止する行為

⑨情報提供に対する報復措置

特定荷主は、特定荷主が物流特殊指定第１項に掲げる行為
（前記①～⑧）をしていた場合に、特定物流事業者が公正取引
委員会に対しその事実を知らせ、又は知らせようとしたことを理
由として、取引の量を減じ、取引を停止し、その他の不利益な取
扱いをしてはいけません（物流特殊指定第２項）。
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＜問題となり得る事例＞

○ 荷主は、物流事業者が公正取引委員会に対して減額した
ことを知らせようとしたことを理由として、取引を停止した。



○ 違反行為の差止め
○ 契約条項の削除
○ その他違反行為を排除するために必要な措置

排除措置命令

物流特殊指定に違反すると
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和５年度における荷主と物流事業者との取引に関する

調査結果等の概要について

公正取引委員会

優越的地位濫用未然防止対策調査室

令和６年６月

参 考
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１ 調査の方法

荷主と物流事業者との間の物品の運送又は保管に係る継続的な取引を対象に、
令和５年度の書面調査は、以下の要領で実施。

書面調査の結果を踏まえ、現下の労務費、原材料価格、エネルギーコスト等
のコスト上昇分の取引価格への反映の必要性について協議をすることなく取
引価格を据え置く行為等が疑われる事案について、荷主121名に対する立入
調査を実施。

物流事業者向け荷主向け

40,000名30,000名調査対象事業者

20,103名18,172名回収数

50.3%60.6%回収率

令和６年１月12日令和５年９月29日調査票発送日

令和６年１月31日令和５年10月27日回答期限

令和５年１月１日
～同年12月31日

令和４年９月１日
～令和５年８月31日

調査対象期間

第１ 荷主と物流事業者との取引に関する調査結果
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２ 注意喚起文書の送付

書面調査及び立入調査の結果を踏まえ、独占禁止法上の問題につながるおそれのあった荷
主573名に対し、具体的な懸念事項を明示した注意喚起文書を送付。
注意喚起文書を送付した荷主の上位３業種は、「協同組合」(注)、「食料品製造業」、「飲
食料品卸売業」の順であった。
また、問題につながるおそれのある回答を行為類型別にみると、「買いたたき」、「代金
の減額」、「代金の支払遅延」の順に多かった。

（注）業種名は、日本標準産業分類（令和５年７月告示 総務省）による。
割合は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、大分類ベースの割合とその内訳の和は一致しない。

（１）注意喚起文書を送付した荷主573名の業種別内訳

第１ 荷主と物流事業者との取引に関する調査結果

（注）主に農産物、林産物及び水産物の販売事業等を営む協同組合
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（注）複数の行為類型で注意喚起文書の送付を受けた荷主が存在するため、合計の件数は前記（１）の荷主数573名とは一致し
ない。

第１ 荷主と物流事業者との取引に関する調査結果

割合件数行為類型

34.8%239件買いたたき

20.7%142件代金の減額

17.0%117件代金の支払遅延

15.4%106件不当な給付内容の変更及びやり直し

（２）注意喚起文書を送付した荷主（687名）の行為類型別内訳

２ 注意喚起文書の送付

３ 問題につながるおそれのある事例

問題につながるおそれのある事例
荷主の業種

中分類大分類

荷主Ａは、物流事業者から労務費等の上昇に伴うコスト上昇分の運賃引上げを求め
られたにもかかわらず、そのような運賃引上げに応じない理由を回答することなく、
運賃を据え置いた。

金属製品製造業製造業

荷主Ｂは、物流事業者から労務費の上昇に伴うコスト上昇分の運賃引上げを求めら
れたにもかかわらず、物流事業者が自助努力で解決すべき問題であるとして運賃の
引上げ協議を拒否した。

プラスチック製
品製造業製造業

割合件数行為類型

6.6%45件不当な経済上の利益の提供要請

4.5%31件割引困難手形の交付

1.0%7件その他

100%687件合計

（１）買いたたき



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
58

問題につながるおそれのある事例
荷主の業種

中分類大分類

荷主Ｅは、物流事業者に対し、契約書で定めた運賃の支払日が金融機関の休日であっ
た場合に、あらかじめ合意することなく、休日の翌営業日に運賃を支払っていた。

金属製品製造業製造業

荷主Ｆは、物流事業者に対し、運送業務のほかに新たに附帯作業を追加し、委託した
が、荷主Ｆの経理部門がそのことを把握していなかったため、当該附帯作業に係る料
金の支払が遅れた。

その他の小売業
卸売業、
小売業

問題につながるおそれのある事例
荷主の業種

中分類大分類

荷主Ｇは、物流事業者に対し、運送を行うこととされていた当日の朝に運送委託を
キャンセルしたが、そのような突然のキャンセルに伴い物流事業者が負担した費用
を支払わなかった。

総合工事業建設業

荷主Ｈは、物流事業者に対し、運送内容を突然変更したが、その変更に伴い物流事
業者が負担した費用を支払わなかった。

木材・木製品
製造業

製造業

問題につながるおそれのある事例
荷主の業種

中分類大分類

荷主Ｃは、物流事業者に対し、「協力値引き」と称して、契約書で定めていた運
賃を一方的に５％差し引いて支払った。

建築材料、鉱物・
金属材料等卸売業

卸売業、
小売業

荷主Ｄは、物流事業者に対し、運賃の支払方法を手形払から現金振込に変更した
が、その際に運賃を一律に５％差し引いて支払った。

物品賃貸業
不動産業、
物品賃貸業

（２）代金の減額

（３）代金の支払遅延

（４）不当な給付内容の変更及びやり直し

３ 問題につながるおそれのある事例
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問題につながるおそれのある事例
荷主の業種

中分類大分類

荷主Ｋは、物流事業者に対し、運賃として手形期間150日の約束手形を交付した。物品賃貸業
不動産業、
物品賃貸業

問題につながるおそれのある事例
荷主の業種

中分類大分類

荷主Ｌは、物流事業者に対し、自身が取り扱う自動車共済保険及び定期貯金を契約す
るよう求めた。協同組合

複合サー
ビス事業

荷主Ｍは、物流事業者に対し、自身の子会社が取り扱う保険の契約及びワインの購入
を強要した。

道路貨物運送
業

運輸業、
郵便業

問題につながるおそれのある事例
荷主の業種

中分類大分類

荷主Ｉが物流事業者に対し、自身の事業所の構内での事故防止のためとして、荷役作
業や車両移動時の立会者の派遣を求めたことから、物流事業者はこれに応じたが、荷
主Ｉはその費用を支払わなかった。

繊維工業製造業

荷主Ｊは、物流事業者に対し、物流業務に附帯して輸入通関業務を委託するに際して、
関税・消費税の納付を立て替えさせ、物流事業者が荷主による直接納付を求めても応
じなかった。

はん用機械器
具製造業

製造業

（５）不当な経済上の利益の提供要請

（６）割引困難な手形の交付

（７）物の購入強制・役務の利用強制

３ 問題につながるおそれのある事例
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１ 処理概況

第２ 優越タスクにおける荷主と物流事業者との取
引に関する優越的地位の濫用事案の処理状況

審査局内に設置した「優越的地位濫用事件タスクフォース」においては、荷主と物流事業者との取引
に関する調査で物流事業者から寄せられた荷主の行為に関する情報を含め、優越的地位の濫用行為に
係る全国から寄せられる情報及び自ら収集した情報に基づいて、一元的に当該行為の類型に特化した
調査を行うことで事例の蓄積や処理方法の向上を図り、これらを積極的に活用することにより、優越
的地位の濫用事案を効率的に処理できるようにしている。

令和５年度においては、荷主と物流事業者との取引に
関する優越的地位の濫用事案について、優越的地位の濫
用につながるおそれがあるとして、17件の注意を行った。
注意対象となった業種は、協同組合（注）（３件）、食料
品製造業（３件）、道路貨物運送業（２件）、プラス
チック製品製造業（２件）、金属製品製造業（２件）な
ど。

２ 注意の内容

注意対象となった行為類型をみると、「不当な給付内容の
変更及びやり直し」が33件中12件と最も多く、次いで「代金
の減額」が８件、「不当な経済上の利益の提供要請」が７件
となっている（具体的な事例は、「令和５年度における独占
禁止法違反事件の処理状況について」（令和６年５月28日公
表）の別添※参照）。

※ https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/may/240528_syorijyokyo_betten.pdf

（注）農産物の販売事業等を営む協同組合

（注）一つの事案において複数の行為類型について注意を行っている場合が
あるため、注意件数（17件）と行為類型の内訳の合計数（33件）とは
一致しない。

件数業種名

３件協同組合

３件食料品製造業

２件道路貨物運送業

２件プラスチック製品製造業

２件金属製品製造業

５件その他

17件合計

件数行為類型

12件
不当な給付内容の変更
及びやり直し

８件代金の減額

７件
不当な経済上の利益の
提供要請

６件その他

33件合計
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第３ 今後の取組

今回の調査結果について、関係省庁及び関係団体を通じて
周知徹底を図り、違反行為の未然防止に向けた取組を進め
ていく。

物流取引の状況を把握するため、今後も、荷主と物流事業
者との取引に関する調査を実施していく。

優越的地位の濫用に当たり得る具体的な事案に接した場合
には、引き続き、独占禁止法に基づき積極的かつ厳正に対
処していく。

公正取引委員会は、以下の取組を実施していく。
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物流特殊指定についてのお問い合わせ先

問い合わせ先事務所名

電話 ０３－３５８１－１８８２（直通）

公正取引委員会事務総局
経済取引局取引部企業取引課
優越的地位濫用未然防止対策調査室

電話 ０１１－２３１－６３００（代表）北海道事務所 取引課

電話 ０２２－２２５－７０９６（直通）東北事務所 取引課

電話 ０５２－９６１－９４２３（直通）中部事務所 取引課

電話 ０６－６９４１－２１７５（直通）近畿中国四国事務所 取引課

電話 ０８２－２２８－１５０２（直通）近畿中国四国事務所中国支所 取引課

電話 ０８７－８１１－１７５４（直通）近畿中国四国事務所四国支所 取引課

電話 ０９２－４３１－６０３１（直通）九州事務所 取引課

電話 ０９８－８６６－００４９（直通）内閣府沖縄総合事務局総務部 公正取引課

公正取引委員会では、本局及び各地方事務所等において、物流特殊指定についての
御相談に対応しています。

全国の相談窓口

インターネットでも、様々な情報を提供しています。是非、御利用ください。
https://www.jftc.go.jp/dk/butsuryu.html
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Q.トラック物流の2024年問題に対する問題意
識、解決に必要な対策として思われるものは。

トラック運送事業者の皆さんから
●原価計算
コスト意識を徹底しても、元々数字を触ることが苦手な業界。そのような人の集積とも考えられます。（製造販売業からのこの業界への転職
者としての意見）トラ協などの原価計算などは、経費元帳を知っている方。経費の考え方が理解される方。講習会でPCを持ち込んでも、帰
社したらお膳立てされたものと違い、チンプンカンプンと考えます。トラ協の原価計算のひな型に、経費項目一覧表を作成し、そこに入力すれ
ば原価計算に反映するようなものが良いと考えます。

（例）タイヤ：平均相場、交換距離。オイル、平均相場、交換距離。オイルエレメント同じく。税金：何年度分参照。任意保険：対人
無制限、対物〇〇万円。運送保険：△の場合、〇万円など。

とりあえず、良く分からなくてもその相場観情報でも入力すれば完成する事実が分かれば、調べながらでも完成させるということができると考え
ます。私も個人で作成しましたが、ある運送会社で情報交換していると、お金を払ったコンサルティングでも利用できない。私が作成したものが
利用し易い、といった回答があるほどです。標準的運賃と自社での原価計算を比較提示。といったことができれば交渉も行い易いが、そのこと
ができない実態が、運賃値上げ・交渉が出来ない実態。このままだと、指を咥えた状況が続き、泣き寝入りと想像します。

●高速道路料金
①労働時間短縮を目的とした所定の輸送距離（例：200KM以上）における高速利用の義務化（荷主企業による高速料金の負担が

条件）
②来年以降、高速料金割引制度（時間帯による）改定が予定されているが、運輸事業者（荷主企業含む）への負担の軽減が必要と

考えます。何故ならば、労働時間の短縮が必要であり、中小企業においては荷主に対しての運賃値上げや高速料金負担が思うように進
んでいない運送会社が多数あるからです。特に運送取扱事業者（水屋）については高速料金を負担いただくことがほとんどないという実
態を把握していただきたい。
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元請トラック運送事業者の皆さんから①
●人材確保 輸送業界全体的な人財不足解消
●運賃 標準的な運賃に基づく値上
●物流効率化(ＤＸ)バース予約システム、予約枠の不足による配車担当者の早出対応（予約可能開始時間に各社予約が殺到
●原価計算
●物流効率化（モーダルシフト）

発荷主事業者の皆さんから
●商慣行の見直し
・菓子業界は一部附帯作業が続いてます。まだ認識（今までやらしている）不足のため理解と協力が必要。
・ドライバー様の環境改善をするには着荷主の理解と協力が必要で、それを理解、納得させる術が必要です。宜しくお願い致します。
・（着）荷主の理解度をどう高めるか。
・運送業者だけでなく倉庫側にも何で待機が発生してるかヒアリングをして欲しい。
・未だに当日出庫依頼が多く、都度お断りのやりとりがあり倉庫事務方の手が止まり本来やるべき業務に遅れが生じて結果車輌待機にも
つながってます。

・また、どうしても当日出庫（当日追加）を依頼されると既に受付済みの車輌には追加分の出荷処理が終わるまで待ってもらう形になり
待機になってます。以前よりずっと言っているのに変わらない荷主の意識を今後どう訴えれば響くのか困っております。

・他にも、「依頼の締め時間を守らない」「入庫待ち出荷」「通関待ち出荷」など綱渡り的な出庫依頼が多く倉庫事由ではない部分での待
機もかなりあり困っております。

着荷主事業者の皆さんから
●人材の確保 ドライバーの不足
●物流ＤＸ（デジタル化、機械化・自動化）
●適正運賃収受
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その他の皆さんから
●事業再編、承継
・改善基準告示の改正により、運行計画によっては運べなくなっている事業者があります。
本来、運べなくなる＝輸送のシェア率の低下(供給不足) → 新規参入しやすくなる or 合併等により事業者の大型化（供給回復）
となることが考えられます。共同配送の方法もこの解決法と捉えています。
7月末に国土交通省は、貨物自動車運送事業法第８条を基にした行政処分案（車両数５台未満事業者の許可取消し処分）のパ
ブリックコメントを出したことを存じています。
この問題の解決案として、地方運輸局が例示：中小企業庁産業振興財団などこれら処分対象事業者に第三者事業承継を進める or 
吸収合併を希望する事業者に紹介するなど、マッチングの場を提供することを提案します。
今後も対等合併や吸収合併によって事業体質を強化していくものと考えております。しかし事業承継について認知度は低いと感じています
。例えば他の省庁と連携し、休業・廃業届を提出しようとする事業者に対して事業承継について案内する等の計画はありますか？ 届出
は到達した瞬間有効ですので廃業の意思を留めるのは難しいだろうと考えていますが、休業であれば産業振興のため、事業承継により他
力再生の道を示しても良いものと考えています。
●物流DXについて
DX化すれば人力で行っていた部分の省力化はできると推測します。けれども、補助金サポートを受けられるとしても、資金体力が無ければ
導入し辛く、また事業主が高齢の場合は苦手意識からDX化が敬遠されているように感じます。
この点、導入すれば省力化以外の点で明確なメリットがあれば良いと感じます。
事業規模が小さければ人力でできてしまうこともあり費用対効果が小さく、メリットを享受できないように感じられます。（肌感覚です）
●コンプライアンス強化について
１運輸行政は今後、事業者の強靭化を進めるのだろうと推察しています。その過程で、コンプライアンスを守れない・適応できない事業者
に対して行政処分が厳しくなるものと考えております。もしその方向性・計画があるのでしたら知りたいと考えております。
２行政処分事例を地方運輸局ウェブサイトで確認しています。四国運輸局では監査端緒理由に「労働局との合同監査」というものがあ
りましたが、これは飛込みで見回りをしているのでしょうか？
●軽貨物の安全対策について
来春以降で法改正の安全対策が始まりますが、今秋からフリーランス法の施行が始まります。こちらも再委託を依頼するときに再委託であ
ることの明示等の義務があります。一人親方が多い軽貨物業ですが、猶予期間が終わってから帳簿等の記録・保存について監督をされる
のでしょうか？
●高速道の割引時間帯について
経費上昇する前から、高速料金割引時間待ちがあります。もし時間帯に依らず割引が受けられるなら、拘束時間を短縮できるのですが。
(行政書士)
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項効果対象No

下記フォームより問い
合わせ（その他ソ
リューション）
https://sol.logis
teed.com/conta
ct/

タイムスタンプ機能による入場、受付、呼び出し、
接車等の状態管理が可能。詳細な荷待ち・荷役
時間の分析をもとに、荷待ち・荷役時間削減に向
けた改善を実現。

ロジスティード ソ
リューションズ ㈱バース管理システム

バース予約システム

荷待ち・荷役時間
の削減

1

https://hacobu.
jp/movo-berth/

トラックの受付・事前予約をシステム上で行い、荷
待ち時間、バースの混雑を解消可能。他の物流
DXアプリケーション「MOVO」シリーズとの連携で更
なる効率化が可能。

㈱HacobuMOVO Berth 2

https://monoful
.co.jp/truckboo
k/

利用しやすいUX機能のあるバース予約システム。
得られたデータをもとにトラック拠点内滞留時間の
分析を行い、荷待ち・荷役時間の削減や、庫内作
業の効率化を実現。

㈱モノフルトラック簿3

https://www.si
scloud.jp/brais/
ai/case/

タブレットやスマホのカメラとAIを活用して製品ラベ
ル・付属品・部品有無等様々なものを認識。製品
検査・検品を支援し、検品作業の効率化・精度を
向上。

㈱ セイノー情報
サービス

BRAIS
（iSCAN）画像検品システム4

https://www.fr
ame-
wx.com/wcs-
wes/

倉庫管理システム（WMS）や倉庫制御システム
（WCS）との連携を通じて、倉庫内における人・
ロボット・マテハン機器等を統合管理・作業指示が
可能。

㈱ フレームワークスWES倉庫運輸用管理
システム(WES)5

https://jkpi.jvc
kenwood.com/s
olution/car-
number/

車両が施設内に入退場する際にカメラを通して車
両ナンバーを検知し、受付業務を自動化。バース
予約システムとの相性が良く、荷待ち時間削減に
寄与。

㈱ JVCケンウッド・
公共産業システム

車両ナンバー認証
システム

車両ナンバー認証
システム6

紹介サービス一覧①
最近のトピック（関係省庁報道発表より）令和6年8月17日～9月18日

関係省庁公表日トピック(報道発表)

国土交通省R6.9.17
「ダブル連結トラック」の対象路線を拡充
～新たな対象路線を含めた区間で特殊車両通行許可申請の受付開始！～
https://www.mlit.go.jp/report/press/road04_hh_000025.html

国土交通省R6.8.30

「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事
業法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令」を閣議決定

（登録貨物軽自動車安全管理者講習機関の登録に係る手続 【貨物自動車運
送事業法】）
https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha02_hh_000662.html

国土交通省R6.8.21
「中小トラック事業者向けテールゲートリフター等導入等支援事業」に係る執行
団体の決定について
https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000306.html
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補助金情報(物流・トラック関係)

公募(申請)
〆切公募中(今後公募予定)の補助金

R6.10.31(木)
16:00必着

物流標準化促進事業費補助金（労働力不足に対応するための標準仕様パレットの利用促進支援事業）追加公募
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000811.html

R6.10.31(木)
16:00必着

モーダルシフト加速化緊急対策事業費補助金
https://pacific-hojo.com/modalshift/

公募準備中中小トラック運送事業者の労働生産性向上に向けたテールゲートリフター等導入等支援事業

R7.1.31(金)事故防止対策支援推進事業補助金
https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha02_hh_000656.html

公募〆切公募中(今後公募予定)の補助金

随時受付中中小企業省力化投資補助事業 第2回公募
https://shoryokuka.smrj.go.jp/



物流標準化促進事業費補助金
（物流データの標準化促進に向けたオープンプラットフォーム構築支援事業）
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中小トラック運送事業者の労働生産性向上に向けたテールゲートリフター等
導入等支援事業

荷役作業の効率化、荷待ち時間の削減等により、長時間労働の是正等の労働環境の改善や労働生産性の向上を図る。

事業概要

効果

○補助内容

テールゲートリフター

①

床下からゲート引き出し

②

展開して荷積みの準備完了

③

カゴ台車のまま荷台に積込み

④

手積みに比べて１／３程度
の時間で荷役作業完了

○支援対象の例

トラック運送事業者は約99％が経営基盤の脆弱な中小事業者であり、新規投資の余
力が乏しいことに加え、コロナ禍や燃油価格高騰の影響により、厳しい経営環境に置
かれている。

さらに、他産業と比較して長時間労働・低賃金の傾向にある中で、ドライバー不足が
深刻化していることから、トラック運送業における長時間労働の是正等の労働環境改
善や事業環境の適正化が喫緊の課題。

このため、荷役作業の効率化や荷待ち時間の削減等に資する機器やシステムの導入等
に係る費用を支援することにより、中小トラック運送業における働き方改革や業務効
率化・経営力強化の取組、人材の確保・育成を推進し、トラック運送事業者の労働生
産性向上を図る。

トラック搭載用
２段積みデッキ

荷物を２段積みすることが
可能となるため、約２倍の
積載量が実現され、生産
性向上に繋がる。

建築資材等の重量物や
高低差のある現場など、
手荷役による作業が困
難な場面で効果的。

手荷役ではなくクレーン
による積み卸しが可能と
なることで、荷役時間を
１／３程度に短縮可能。

■点検等 ■運転 ■荷待ち ■荷役
■付帯他 ■休憩

１運行当たり平均して、１時間29分の荷役時
間が発生している。

【１運行あたりの荷役時間】

出典：トラック輸送状況の実態調査

12：26

採用活動や、安全講習・健康管理等の
人材育成に係る経費を支援することで、
ドライバーの確保・育成・定着を促進。

経営力強化支援

燃料費等の変化を
反映した適正な原
価の算定及び運
賃・料金交渉に活
用可能。

予約受付、配車計画、動態管理、
求貨求車、運行･労務管理システ
ム等の導入により、荷待ち時間の
削減や輸送効率の向上が可能。

業務効率化支援

人材確保・育成支援
ドライバーのスキルアップ支
援として、大型・けん引免許
等の取得費用やフォークリ
フト運転技能講習の受講費
用等を支援することにより、
労働生産性の向上を促進。

トラック搭載型
クレーン

車両の効率化設備導入支援

・労働生産性の向上・多様な人材の確保に資する機器の導入補助（補助率：通常機器価格の１／６）
・業務効率化・経営力強化に資するシステムの導入、人材確保・育成支援（補助率：使用料等の１／２等）

M&A等の事業承継を支援契約書電子化と併せて、DX
による業務効率化も実現。

R5年度補正予算（一般） 1,461百万円
（R4補：200百万円)

超重量物用トラクタに装着されている
速度制限装置を空車時に解除できる改
造を行い、労働時間を短縮。

カゴ台車による荷役が可能となるた
め、荷役時間が１／３程度に短縮。
手荷役による重労働が軽減され、女
性等の多様な人材の確保に繋がる。

トラクタの
速度制限装置
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モーダルシフト加速化緊急対策事業(補助事業)

ｖ

【支援対象者】
○荷主・利用運送事業者・実運送事業者等から構成された協議会

【対象機器等】
○対象機器等

31ftコンテナ、大型コンテナ専用トラック、フォークリフト等の荷役
機器、海運シャーシや40ftコンテナといった輸送機器やGPS機
器、船内ドライバー用施設、冷蔵・冷凍コンテナ、冷蔵・冷凍ト
ラック、低床貨車 等

○補助率： 1/2以内

○上限： 鉄道関係 3億円/1件、内航海運関係 1億円/1件

補助内容・対象
協議会イメージ

【荷主】メーカー・卸売 等

【利用運送事業者】地元の通運事業者 等

【実運送事業者】JR貨物・内航海運事業者 等

79

概要
○物流総合効率化法に基づきモーダルシフトの認定を受けた事業(※)について大型コンテナ等の導入経費を支援

令和5年度補正予算
5,800百万円

(※)大型コンテナのラウンドユースやシャーシ・コンテナによる混載輸送、荷主・物流事業者連携による生産性向上に資する事業等先進的な取組を想定

31ftコンテナとトップリフター 海運シャーシ

【リース会社】

情報提供サイト【国交省HP】 パンフレット（サイトでダウンロード可）

公募期間：

（サイト内コンテンツ）
申請受付、資料ダウンロード、よくある質問掲載等

情報提供
サイト
ＱＲコード

令和６年７月２２日（月）１４時～１０月３１日（木）１６時まで

再 掲



事故防止対策支援推進事業補助金
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中小企業等のみなさまの売上拡大や生産性向上を後押しす
るため、IoT・ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製
品の導入を支援いたします。

中小企業省力化投資補助金

自動倉庫 検品・仕分システム 無人搬送車（AGV・AMR）
【倉庫業に関する活用イメージ、製品イメージ】

https://shoryokuka.smrj.go.jp/

※賃上げ要件を達成した場合、補助上限額を（ ）内の額に引き上げ

公募受付期間 令和８年９月末頃までの間に複数回の公募を行い、補助事業の申請を受け付けます。

活用イメージ 製品イメージ 活用イメージ 製品イメージ 活用イメージ 製品イメージ
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令和７年度予算概算要求について（国交省物流関係）
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関係予算の一部



令和７年度予算概算要求について（経産省物流関係）
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令和７年度予算概算要求について（経産省物流関係）
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令和７年度予算概算要求について（経産省物流関係）
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令和７年度予算概算要求について（経産省物流関係）
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① 参加者の問題意識等共有
② トラック物流の概況、 2024年問題の背景について
③ 改正物流法概要、施行に向けた議論について

(国交省、経産省、農水省３省合同会議資料より) 
④ 物流効率化に向けた事例紹介

(経産省作成事例集より［前回の続き］）
⑤ 知っておきたい物流分野の取引ルール(公正取引委員会)

⑥ 参考資料紹介
⑥-1 事前にいただいた問題意識等（詳細）
⑥-2 最近のトピック（各省報道発表資料等）
⑥-3 政策パッケージの進捗、補助金情報、R7予算関係
⑥-4 トラックＧメンの活動状況について
⑥-5 トラック輸送の原価計算・運賃交渉関係資料



トラックGメンが設置され、荷主・元請事業者への監視体制を強化

88

疑いのある荷主へ連絡
（荷主の本社・営業所へ連絡）

要 請

支店等への違反原因行為の
事実確認
国への報告書作成
社内調整 等

違反原因行為の事実確認
改善計画の作成、早急な取組の
実施を指示
その後のFU 等

ヒアリング実施
（関係省庁も同席）

「是正措置」

①ヒアリング（訪問・電話）
違反原因行為の疑いのある荷主情報の積極的収集

②パトロール (現場の状況確認)
違反原因行為をしている疑いのある荷主等の支店、荷捌き場周
辺など

③フォローアップ調査 (パトロール時に実施)
・情報提供元への事実確認・深堀り

・「働きかけ」、「要請」実施済荷主の再度の違反原因行為の
疑い等確認

「プッシュ型情報収集」

働きかけ

全国162名

トラックＧメン

文書送付

商慣行見直しに向けた執行力の強化（トラックGメンの設置）



トラックＧメンによる荷主等への是正指導の取組結果

内訳荷主数対応内容
（荷主1、元請1件）2勧 告
（荷主88、元請81、その他5）174要 請
（荷主423、元請193、その他19）635働きかけ

「是正指導」を実施した荷主数

計811件の法的措置を実施

＜月当たりの「是正指導」（働きかけ、要請、勧告）平均実施件数＞

今般「是正指導」（働きかけ、
要請、勧告）の対象となった
荷主等についてはフォローアッ
プを継続し、改善が図られな
い場合は 更なる法的措置
の実施も含め厳正に対処。
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トラックＧメン設置後、荷主等に対する是正指導実施件数が飛躍的に増加しました。

(令和6年6月30日現在)



働きかけを契機に改善が行われた例

・入庫混雑時間帯の分散や荷受け開始時間の前倒し、仮置きスペースの確保を実施
⇒長時間の荷待ち状況が大幅に改善。（着荷主が対応）

・専用バースの確保、荷受・仕分要員の配置、到着時間の設定(17:00の定着化)
⇒平均滞在時間が「30分未満」まで大幅改善（元請運送事業者が対応）

○長時間の荷待ち解消

○依頼(契約)になかった附帯作業

・作業範囲、運送料金、作業附帯料金をそれぞれ分けて契約を締結
（元請運送事業者が対応）

○適正取引における運賃・料金等の不当な据置き

・燃料サーチャージ全額支払、トラッシュ比率分差引きを廃止（真荷主事業者が対応）

○過積載運行の要求
・協力会社と調整を図り、一部４ｔ車両から大型車両へ変更（元請運送事業者が対応）
・積荷重量を把握できる配車システムを構築（元請運送事業者が対応）
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全国のトラックＧメン活動状況(令和6年6月30日現在)

〈ブロック別働きかけ・要請・勧告実施件数〉
※数値は要請、働きかけが行われた、各ブロックに本社を有する荷主等の数

〇トラックＧメンの活動状況
トラック事業者に対する

電話調査や訪問調査（全国）

荷主へのパトロール(荷待ち状況の現地確認等)（全国）

トラックドライバーへのヒアリング
（中部・中国・九州）

トラック事業者・荷主に対する
説明会

オンライン説明会の模様

大型車駐車スペースが
あるコンビニ駐車場

高速SA、PA

トラックGメンのチラシ配布（全国）
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全国のトラックGメンがトラック事業者の声を聞き、荷主等に対する是正指導を実施しています。



主な説明内容
○2024年問題の背景・政策、改正法について

(そもそもから説明。最新情報、今後の予定についても情報提供)
○国交省、関係省庁からのトピック

(各省報道発表資料等から参加者の関心に合う情報を提供)
○参加者の問題意識、取組みについて共有

(参考になる同種事業者の好例、失敗例も紹介)
○運送原価計算、標準的な運賃、運賃交渉について
○物流効率化に向けた取組み事例紹介
○トラックＧメンの積極的対応について

（中国運輸局をはじめ全国のＧメンの活動を紹介）
※他に事前登録の際問題意識等を収集し、説明会中もチャットでの質
問を可として参加者同士の情報共有も図っている。

【第１回～第12回の累計参加者数】 約2,000名
【参加者種別】 トラック運送事業者、元請、荷主事業者、行政書士、労働組合、マスコミ、物流関係システム会社、コ

ンサル、金融、車両メーカー等多種他用な関係者が参加
【参加元地域】 中国５県のほか、北海道、東京都、千葉県、群馬県、埼玉県、神奈川県、愛知県、岐阜県、三重県、

新潟県、大阪府、愛媛県、高知県、宮崎県など他の都道府県からも数多く参加
全国から参加いただいている実績を踏まえ第10回からは、「国土交通省トラック荷主特別対策室主催のオンライン説明会」
として、全国の運輸局で本オンライン説明会を周知いただくこととした。 92

開催結果及び参加者の状況（運輸局関係者除く）

オンライン説明会の模様

令和5年8月1日より、毎月１回、20日頃に開催 (第5回(12月20日
(水))からは午前、午後の2回開催。)。

国土交通省トラック荷主特別対策室主催オンライン説明会

トラック事業者・荷主の相互理解に向けて、「毎月」、「わかりやすく」、「最新・有益な情報を提供」



政府・国会の動き等を紹介2024年問題の背景を説明

オンライン説明会での説明事項（一部紹介）

トラック事業者・荷主の相互理解に向けて、「何回も」、「わかりやすく」、「有益な情報を提供」

法改正の内容を詳しく説明

標準的運賃、運賃交渉情報提供参加者の問題意識等を共有 物流効率化参考情報提供

93



荷主の事務所、物流拠点に対する「荷主等パトロール」の実施

（実施例）
●荷主事業者の事務所・物流拠点等を訪問し、以下を実施

・違反原因行為の防止を呼びかけ
・荷待ち状況の実態確認
・運賃交渉への誠意を持った対応を要請
・要請を受けた荷主等の改善状況を確認
・オンライン説明会への参加を呼びかけ

パトロール先拠点数約2,000か所
(R5.7.21～R6.8.22、全国)

各地方運輸局において様々な手法により実施。
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積極的にパトロールを実施し、労働環境改善と適正運賃収受への理解を呼びかけています。

常態的な長時間の荷待ち 無理な運行依頼
違反原因行為の例

契約にない附帯業務

上記のほか、異常気象時の運行依頼、過積載運行の強要なども違反原因行為として是正指導の対象に。

運賃・料金の不当な据置き

全国各地でパトロールを実施

パトロール
動画



荷主等パトロールの具体例

荷主等へのアポなし訪問・説明

トラックドライバーへのヒアリング荷主への指摘、要請対象のフォローアップ

荷待ち、附帯作業等の現状確認・指導

違反原因行為の疑いが現認された場合は、認識を確認の上指
摘。また要請を受けた荷主の現場で改善状況の確認も行う。

荷主の拠点等現場に出向き、荷待ち、契約にない附帯業務等
の有無や程度について確認。

荷主等をアポなしで訪問し、オンライン説明会、2024年問題解
決に向けた荷主の協力の必要性などについて説明。

高速道路SA,PA。道の駅、コンビニ、自動車事故対策機構
(NASVA)などで運転者の話を聞き、情報提供を呼びかけ。 95



① 参加者の問題意識等共有
② トラック物流の概況、 2024年問題の背景について
③ 改正物流法概要、施行に向けた議論について

(国交省、経産省、農水省３省合同会議資料より) 
④ 物流効率化に向けた事例紹介

(経産省作成事例集より［前回の続き］）
⑤ 知っておきたい物流分野の取引ルール(公正取引委員会)

⑥ 参考資料紹介
⑥-1 事前にいただいた問題意識等（詳細）
⑥-2 最近のトピック（各省報道発表資料等）
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⑥-5 トラック輸送の原価計算・運賃交渉関係資料



Ｃ社 (スポット)Ｂ社 (スポット)

車輛購入・更新

Ａ社 （定期）

給与 給与 給与 給与・ボーナス

1月 ４月 ７月 1０月 1２月

税金支払軽油購入 タイヤ購入

＜

運送依頼と売り上げ
健全な事業継続の為には

（物流原価＋利潤） ＝ ＜ 売上げ が望ましい。

日々発生する物流コスト（原価）

コスト(原価)の発生と契約・売り上げの収受のタイミングが違うので、契約・運賃交渉の際に走行キロ・時間見合いの単価設定がしづらい。
「一運行あたり〇〇万」などの相場観が損益分岐の判断に用いられるか、荷主の言い値を飲まざるを得ない。
また、逆に支払いの際に売り上げの実態に見合ったコスト負担なのか判断がつきずらく、設備投資に消極的になるか無計画な設備投資になる。

保険料支払

物流原価

物流コスト（原価）と売り上げ

事業運営上日々発生するコスト

儲け ［生活・事業拡大の原資］ 利潤

Ｄ社
(スポット)

＜

＝

？
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概要
固定
/変動費用直接割付の可否

○燃料(軽油)・油脂(エンジンオイル費)費用
○修理費用(一般修理、車検整備、定期点検費用、ミッションオイ

ル費等)
○尿素水費用(ディーゼルエンジン車)
○タイヤチューブ、交換費用

変動運行費

車両に直接割付け
できる費用
(基本実費)

車両購入費、リース費用(メンテナンスリース等修理費などを含む場
合は除く)固定車両費

自動車取得税、自動車重量税、自動車税固定車両の税金

自賠責保険料等車両毎に費用が発生するもの。固定車両の保険費
運転者の給与、法定福利、福利厚生費（健康診断代、昼食代
等）、退職金（退職給与引当金）、通勤手当固定運転者の

人件費※
任意保険、運送保険、運送業者賠償責任保険等、会社単位で契
約する為車両毎に割り当てられない保険料。固定車両の保険費車両に直接割付け

できない費用
(車輛別売り上げ又は稼
働時間の割合で按分) 一般管理費(役員・運行管理者・整備管理者の人件費、

事務所維持費用、各種消耗品費、事務用品費、通信費など) 、
備品運搬費、車庫等の施設費

固定間接費

車両別費用の整理

※１者1台で車両を割り当てられている例。1台を複数人で共有している場合は、車両毎の乗務時間で按分のうえ１台
あたりを積み上げ。 98



１時間あたり、１kmあたり費用の算出
１時間あたり固定費の計算

車両別費用で「固定」に
整理された費用の合計 稼働時間 １時間あたり固定費÷ ＝

１kmあたり変動費の計算

0ℓ→満タン燃料費用 実燃費(km/ℓ) １kmあたり燃料費÷ ＝

オイル交換1回あたり
の油脂費用

1交換あたり
走行距離 １kmあたり油脂費÷ ＝

タイヤチューブ交換1回
あたりのタイヤチューブ費用

1交換あたり
走行距離

１kmあたり
タイヤチューブ費÷ ＝

一般修理費用、
車検整備費用

修理、整備の間
の走行距離 １kmあたり修理費÷ ＝

0ℓ→満タン尿素費用 0ℓ→満タンの
走行可能距離 １kmあたり尿素水費÷ ＝
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実践的な原価計算
運行ルート別の原価計算 発着地点間の距離と稼動時間を基本に算出

取引先別の原価計算 車両ごとの原価を荷主毎の輸送の稼動時間で按分

※１台1荷主等に割り当てられる場合は、按分は不要。

固定費 平均稼働時間(時間)１時間あたり固定費＝ ×

変動費 平均走行距離(km)１kmあたり変動費＝ ×

料金・実費等
1運行あたりの実費
・高速道路利用料 ・燃料サーチャージ・フェリー利用料・附帯作業費
・駐車場利用料 ・車両留置料・宿泊費用 ・その他諸費用

＝

＋

＋

100



101



燃料サーチャージとは、燃料等の価格の上昇・下落によるコストの増減分を別建ての
運賃として設定する制度

110

115

120

125

130

135

燃料サーチャージが
適用される価格帯

燃料サーチャージが
適用されない価格帯

新標準的な
運賃による軽
油基準額
120円/ℓ
それを上回る
場合燃料
サーチャージ
必要

・距離別運賃（大型車、中国運輸局管内）
・走行距離：840km(東京～広島間)
＜標準的な運賃：248,920円＞
・燃費：3.3km/ℓ
・燃料上昇額20円上昇→算出上の燃料価格上限額17.5円

走行距離(km) 燃費(km/ℓ)÷ × 算出上の燃料価格上昇額(円/ℓ)

＝ 840(km) 3.3(km) 17.5(円/km)

＝ 4,455円 102

その他運賃・料金・割増等について
燃料サーチャージ



関係指標（月あたり賃金の推移）

厚生労働省 令和５年賃金構造基本統計調査より

一般労働者の月あたり賃金は、過去10年で月あたり約２万円増。

295.7

318.3

326

350.9

232.6

262.6

200

220

240

260

280

300

320

340

360

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

一般労働者の賃金推移

男女合計 男 女

(千円)
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関係指標（学歴別初任給推移）

厚生労働省 令和5年3月 新規学校卒業者の求人初任給調査結果より

学卒求人の初任給は、過去10年で大卒が約1万、高卒では月あたり約1.8万円増。

202.4

212.5

185.0

200.0

185.0

200.0

165.5

183.3

160.0

170.0

180.0

190.0

200.0

210.0

220.0

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

学歴別求人初任給

大学 短大 専修 高校

(千円)
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関係指標（トラック車両台数推移）

105

R4R3R2R1H30
13,21113,46013,65713,83014,015平ﾎﾞﾃﾞｨﾄﾗｯｸ（中国）

71,79571,93771,78771,62670,471営業ﾄﾗｯｸ中国計

195,581198,957202,484205,244207,566平ﾎﾞﾃﾞｨﾄﾗｯｸ（全国）

1,173,3991,175,1641,172,2991,165,6531,147,591営業ﾄﾗｯｸ全国計

193,000

195,000

197,000

199,000

201,000

203,000

205,000

207,000

209,000

1,140,000

1,145,000

1,150,000

1,155,000

1,160,000

1,165,000

1,170,000

1,175,000

1,180,000

H30 R1 R2 R3 R4

トラック台数推移（全国）

営業ﾄﾗｯｸ全国計 平ﾎﾞﾃﾞｨﾄﾗｯｸ（全国）

13,000

13,200

13,400

13,600

13,800

14,000

14,200

70,000

70,500

71,000

71,500

72,000

72,500

H30 R1 R2 R3 R4

トラック台数推移（中国）

営業ﾄﾗｯｸ中国計 平ﾎﾞﾃﾞｨﾄﾗｯｸ（中国）

国土交通省中国運輸局自動車交通部貨物課作成

トラック台数は増加傾向から前年比減の変化、平ボディトラック台数は継続して減少しています。



関係指標（燃料費[軽油価格推移]）

124.5 

134.9 

123.7 
128.1 

153.9

163.0

153.3

154.5

118.0

128.0

138.0

148.0

158.0

168.0

軽油価格推移 (202306～202405)

大口 店頭小売

（円）

経済産業省資源エネルギー庁 石油製品価格調査より
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割合法人数決算月

3.6％100,1721月

6.6％180,6312月

18.3％502,0603月

7.1％195,0044月

8.3％227,5925月

9.8%268,1926月

7.7%210,1097月

8.8%240,7608月

10.9%299,2919月

4.9%134,26210月

3.7%102,30411月

10.4%285,43612月

100%2,745,813合計

（参考情報）交渉の開始時期(相手方の予算策定時期を見極めて実施)

（仮定）大企業：決算月の約５～６か月前から予算策定開始、決算月の前月中に予算決定。
中堅・中小企業：決算月の３か月前後から、来期予算準備開始。

国税庁の令和元年度のデータより集計

321121110987654月
主体

予
算
成
立

政
府
案

確
定

各
省
案

確
定国

決
算

役
員
会
議

来
期
予
算
確
定

３月
決算
企業

決
算

役
員
会
議

来
期
予
算
確
定

9月
決算
企業

決
算

役
員
会
議

来
期
予
算
確
定

12月
決算
企業

国会審議

来期予算策定
（大企業）

素案検討

財務省折衝
省内検討

素案検討・官房折衝

素案検討

来期予算策定
（中堅・中小）

素案検討

来期予算策定
（中堅・中小）

素案検討

来期予算策定
（大企業）

来期予算策定
（中堅・中小）

素案検討

来期予算策定
（大企業）

素案検討

中国運輸局自動車交部貨物課調べ及び推測。107



１日あたり運転時間の上限計算方法

２日を平均した１日あたり９時間以内の計算

①、②とも９時間を超えた場合は改善基準告示違反となる。

① ②

108



１週間あたり運転時間の上限計算方法

２週間を平均した１週間あたり44時間以内の判断

109



連続運転時間上限の判断

いわゆる430休憩の取得イメージ
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労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（R5.11)

・労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双方の立場からの行動指針
・発注者及び受注者が採るべき行動／求められる行動を１２の行動指針として取りまとめ。
・独占禁止法及び下請け代金法に基づき厳正に対処することを明記

発注者として採るべき行動／求められる行動
【行動①：本社（経営トップ）の関与】 【行動②：発注者側からの定期的な協議の実施】
【行動③：説明・資料を求める場合は公表資料とすること】※ 【行動④：サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を行うこと】
【行動⑤：要請があれば協議のテーブルにつくこと】 【行動⑥：必要に応じ考え方を提案すること】

・急激な物価高騰を乗り越え持続的な構造的賃上げを実現するためには、雇用の７割を占める中
小企業がその原資を確保できる取引環境を整備することが必要
→令和5年11月29日に内閣官房及び公正取引委員会の連名で「労務費の適切な転嫁のための
価格交渉に関する指針」を策定

本指針の性格

【行動①：相談窓口の活用】 【行動②：根拠とする資料】※ 
【行動④：発注者から価格を提示されるのを待たずに自ら希望する額を提示】【行動③：値上げ要請のタイミング】

発注者・受注者の双方が採るべき行動／求められる行動
【行動①：定期的なコミュニケーション】 【行動②：交渉記録の作成、発注者と受注者の双方での保管】

※価格交渉において、発注者が労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を求める場合や、受注者が労
務費の上昇傾向を示す根拠資料の例として、「標準的な運賃」が明記されている。

受注者として採るべき行動／求められる行動

【参考】公正取引委員会ＨＰ https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/romuhitenka.html 111



令和5年度における荷主と物流事業者との取引に関する調査結果及び優越的
地位の濫用事案の処理状況について
公正取引委員会は、荷主による物流事業者に対する優越的地位の濫用を効果的に規制する観点から、「物流特殊指定」の遵守状況・

荷主と物流事業者との取引状況把握のため調査を継続的に実施。更に令和5年度は、優越的地位の濫用につながるおそれがあるとして、
17件※に注意を実施。（※協同組合(3件)、道路貨物運送業(2件)、食料品製造業(2件)、プラスチック製品製造業(2件)、金属製品製造業(2件) など。）

①注意喚起文書を送付した荷主の業種別内訳

②注意喚起文書を送付した荷主の行為類型別内訳

③独占禁止法上の問題につながるおそれのある主な事例
買いたたき1.
荷主Ａは、物流事業者から労務費等の上昇に伴うコスト上昇分の運賃引上げを求められたにもかかわらず、そのような運賃
引上げに応じない理由を回答することなく、運賃を据え置いた。（金属製品製造業）

・

荷主Ｂは、物流事業者から労務費の上昇に伴うコスト上昇分の運賃引上げを求められたにもかかわらず、物流事業者が自
助努力で解決すべき問題であるとして運賃の引上げ協議を拒否した。（プラスチック製品製造業）

・

代金の減額2.
荷主Ｃは、物流事業者に対し、「協力値引き」と称して、契約書で定めていた運賃を一方的に５％差し引いて支払った。
（建築材料、鉱物・金属材料等卸売業）

・

荷主Ｄは、物流事業者に対し、運賃の支払方法を手形払から現金振込に変更したが、その際に運賃を一律に５％差し引
いて支払った。（物品賃貸業）

・

代金の支払遅延3.
荷主Ｅは、物流事業者に対し、契約書で定めた運賃の支払日が金融機関の休日であった場合に、あらかじめ合意すること
なく、休日の翌営業日に運賃を支払っていた。（金属製品製造業）

・

荷主Ｆは、物流事業者に対し、運送業務のほかに新たに附帯作業を追加し、委託したが、荷主Ｆの経理部門がそのことを
把握していなかったため、当該附帯作業に係る料金の支払が遅れた。（その他の小売業）

・

不当な給付内容の変更及びやり直し4.
荷主Ｇは、物流事業者に対し、運送を行うこととされていた当日の朝に運送委託をキャンセルしたが、そのような突然のキャ
ンセルに伴い物流事業者が負担した費用を支払わなかった。（総合工事業）

・

荷主Ｈは、物流事業者に対し、運送内容を突然変更したが、その変更に伴い物流事業者が負担した費用を支払わなかっ
た。（木材・木製品製造業）

・

不当な経済上の利益の提供要請5.
荷主Ｉが物流事業者に対し、自身の事業所の構内での事故防止のためとして、荷役作業や車両移動時の立会者の派遣
を求めたことから、物流事業者はこれに応じたが、荷主Ｉはその費用を支払わなかった。（繊維工業）

・

荷主Ｊは、物流事業者に対し、物流業務に附帯して輸入通関業務を委託するに際して、関税・消費税の納付を立て替えさ
せ、物流事業者が荷主による直接納付を求めても応じなかった。（はん用機械器具製造業）

・

割引困難な手形の交付6.
荷主Ｋは、物流事業者に対し、運賃として手形期間150日の約束手形を交付した。（物品賃貸業）・
物の購入強制・役務の利用強制7.
荷主Ｌは、物流事業者に対し、自身が取り扱う自動車共済保険及び定期貯金を契約するよう求めた。（協同組合）・
荷主Ｍは、物流事業者に対し、自身の子会社が取り扱う保険の契約及びワインの購入を強要した。（道路貨物運送業）・ 112



悪質なトラック運送事業者対策について
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悪質なトラック運送事業者に対する行政処分等の基準の改正
悪質事業者に対する処分量定を引き上げ

物流革新に向けた政策パッケージ（抜粋）
トラック事業に係る必要な安全規制の見直しを図るとともに、悪質な事業者が利益を得るといったモラルハザードを生じさ
せないよう、法令遵守への意識が低く、悪質な法令違反が常態化していると認められるトラック事業者に対し、 強力か
つ重点的に改善を促す観点から、適正化実施機関が行う巡回指導の強化に 伴い、国の監査体制を充実させ、悪質
事業者に対する監査を強力に実施する。

（１）酒酔い・酒気帯び運転に係る行政処分基準の強化
（トラック、バス、タクシー）

●指導監督義務違反
・酒酔い・酒気帯び運行が行われた場合において、飲酒が体に与える影響、
飲酒運転、酒気帯び運転の禁止に係る指導が未実施
新設 初違反 １００日車

再違反 ２００日車
●点呼の実施違反

・酒酔い・酒気帯び運行が行われた場合において、点呼が未実施
新設 初違反 １００日車

再違反 ２００日車
（２）その他（トラックのみ）

●勤務時間等告示の遵守違反【処分量定の引上げ】
①未遵守計５件以下

初違反 警 告 ⇒ 変更なし
再違反 １０日車 ⇒ 変更なし

②未遵守計６件以上１５件以下 改正
初違反 １０日車 ②未遵守計６件以上
再違反 ２０日車 初違反：未遵守１件当たり２日車

再違反：未遵守１件当たり４日車
③未遵守計１６件以上

初違反 ２０日車
再違反 ４０日車

●点呼の未実施【処分量定の引上げ】
①未実施１９件以下 初違反 警 告 ⇒ 変更なし

再違反１０日車 ⇒ 変更なし

②未実施２０件以上４９件以下 改正
初違反 １０日車 ②未実施２０件以上（注２）
再違反 ２０日車 初違反：未実施１件当たり１日車

再違反：未実施１件当たり２日車
③未実施５０件以上（注２）

初違反 ２０日車
再違反 ４０日車

（３）その他所要の改正を行うこととする。
（４）今後の予定

施行：令和６年１０月１日
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